
原発事故子ども・被災者支援法	
  
推進に向けて	
  

意見書提出を地方議会に呼びかけよう！	
  
	
  

〜“しえんほう”を地域から動かそう！〜	


しえんほうキャンペーン　	
  
	




地方自治体が国に提出する「意見書」とは？	
  
	
  

地方公共団体の公益に関することについて、「国会または関
係行政庁に提出することができる」と規定されている。	
  
（地方自治法第99条）	
  

	
  
なぜ、意見書を提出させる？	
  
　　・市民の意見を関係行政庁に届ける１つの方法！	
  
　　 ・地方議会で審議されることで、周知される機会にする！	
  
	
  
	
  

　意見書を提出してもらうには	
  
　　議会で採択されることが必要！	
  

しえんほうキャンペーン　	
  
	




市民（国民）から	
  
　行政へ働きかける方法は	
  
「世論」しかない？	




意見書提出のために地方議会へ働きかける３つの方法	
  
	
  
	
   議員から提案してもらう	
請願書を提出する	
   陳情書を提出する	


意見書提出につい
て、議員に働きかけ
て、議員から議会に
提案してもらう。	
  
	
  
メリット：力になってく
れる議員がいれば、	
  
議員の力を活用して
楽に進められる。	
  
	
  
デメリット：議員の力
量や会派構成に
よって採択の可否が
左右されやすい。	


請願書を作成し、議
員に働きかけて、紹
介議員になってもら
い、議会に提出。	
  
	
  
メリット：市民の力と
議員の力を活用でき、
採択の可能性がUP。	
  
	
  
デメリット：紹介議員
を依頼する必要が
あり、採択のために
は会派構成等を考
慮する必要がある。	


陳情書を作成し、議
会に提出する。	
  
	
  
メリット：提出するだ
けなので、簡単。	
  
	
  
デメリット：議員へ
プッシュしたり、署名
を集めて提出したり、
傍聴するなど、プラ
スαの働きかけがな
いと、採択まで至ら
ない可能性が高くな
る。	


しえんほうキャンペーン　	
  
	


自分で	
 自分で	
 議員に	




	
  
	
  

しえんほうキャンペーン　	
  
	


まず、議員に相談してみる！ 自分で調べる！	
  
　ツテをたどったり、自分の地域選出の議員に聞くなどして探すか、	
  
　 支援法推進の地方議連もあるので、参加議員を探してみたり、	
  
	
  	
  	
  	
  地元議員がいない場合は、近隣自治体の議員に紹介してもらう	
  

　       ※議会HPでもある程度調べることが可能ですし、議会事務所で	
  
　　　　　　　　確認できる項目もあります。	
  
	
  

	
  	
  	
  	
  	
  	
  ・次回議会の日程と陳情請願の〆切	
  
　　・自治体での陳情と請願の扱いのちがい	
  
　　・議会での会派別人数や扱いなど	
  
　　・予想される付託先委員会と委員	
  
　　・署名の提出のしかた…など	
  

※　地方議会で積極的に支援法施行に関する意見書提出に	
  
　　取り組もうという政党もあるので、活用したい。	




	
  
	
  

しえんほうキャンペーン　	
  
	


【注意！】自治体によって、	
  
「請願書」と「陳情書」の扱いに差がある！？	
  
	
  

・議員の紹介の有無のみで、扱いに差がない場合	
  
　　	
  
・陳情書では採択がむずかしい場合	
  
	
  

　　・陳情書のほうが市民の声として通りやすい場合	
  
	
  
いろいろあるらしいので、議員や市民活動の経験者など
に事前に確認して、どれがいいのか検討しましょう。	
  
	
  
※ほかに、ネット署名の扱いや議会での陳述の有無などもちがう。	




どんな意見書を提出してもらいたいか	
  
要望する意見書内容の主な３つのパターン	
  

	
  
	
  

B)「支援対象地域」の
指定を盛り込む場合	


C)１ｍSv基準など内
容に踏み込む場合	
  

A)採択されることを
最優先する場合	
  

汚染のある地域、と

りわけ「汚染状況重

点調査地域」などで

は、「自治体で取り

組まれる施策に対し

て、国からの補償を

とりつけないと困る」

という、自治体の事

情もあるので、ぜひ

盛り込んだ意見書を

呼びかけたい。	


民度が高い自治体、

市民派の議員が多

い議会構成である、

被災地から遠い自

治体、などの場合は、

内容にまで踏み込

んだ意見書を採択し

ている議会も多い。

1mSv基準や保養支

援、健康診断など、

ぜひトライしたい。	


政権与党が過半巣
るを占めるなど、保
守的な議会では、争
点になりそうな内容
にまで踏み込むと、
採択されない可能
性が高まる。そうし
た自治体では、とに
かく採択されること
を最優先に、意見書
提出をめざすほうが
得策と言える場合も。	


しえんほうキャンペーン　	
  
	




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【A)豊島区の場合】	
  
　	
   請願案を作成	
  

　　　　（議会構成・自分の力量・物理的時間で内容を考える）	


議員へのアポイントをとる	
  

各会派ごとに議員をまわり、署名を取り付ける	
  
　　　　	
  

しえんほうキャンペーン　	
  
	


議会過半数を占める会派から	
  
署名を取り付けることをめざす	


請願書提出	


委員会、議会審議、
傍聴	


議会での採択、そして意見書提出へ！	
  

署名をつけても可	


まわる順番、署名を書いて
もらう順番を考慮する	
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【豊島区議会に提出した請願書】	
 【豊島区議会が国に提出した意見書】	




れていないことなどにつき復興大臣との質疑応答がありました。安f害総理大肢が「安
倍内関として、. 被災者に寄り添って支援していくつもりだ。健康不安を抱えた子供た
ちの検診は進めていき、固としてはパックアップしてし、く。  j と答弁しています。
放射能の彰響は細臨分裂の活発な若い世代にたくさん出ると言われています。また

低線量被曝による養手響は、数年もしくは数十年にも及ぶという事実が明らかiこされて
います。今でも、チェルノプイヲ事故iこよる汚染地番では、がんだけでなく感染

症やさまざまな疾患という韓憲穣害に苦しめられています。このような時代を生き抜
かねばならない子供や著者に対して、積極的に放射能による健康被害を予防する擁策
が必要です。
私たちは、茨城果、千葉県北西部、埼玉県高東部の団体と前民有意とともに護興庁
と環境省・漂子力規準Vrに対して、要望替を提出、これまで 3 部の寵接交渉安行って
きました。現在署名活動も始めており、さらに多くの母親の前を霜けます。
総理の答弁を実のあるものにするために、介一番必要なことは、自治体と市民の双

方から閣に声を届けることであると考えます。野田市長も市民の縄廉不安を解消する
ため、安心した生活を実現するために支援対象地域指定を求めて護興庁へ要望書を出
されています。野田前議会におかれましでもぜむ御理解、調l協力くださいますようお
願いする次第です。

( 陳情項目)  
以下の点について、野間市議会として政府への意見書提出を求めます。 

野剖市を含めた年額放射繰量が  1 ミリシ…ベルトを超える  f汚染状混重点語道地域j
は全て、被災者支援法第g 条第 1項に規定する  f支援対象地域j に指定すること。

平成  2 5年記丹 2 8 日

野田市議会議長野口義雄捧 "-../ 

際静者
野田市清水
放射能汚染から子どもたちを守る会

司島

代表富村友子外 1名

み砂作句、  

陳情第 3号 

f原発事故子ども・被災者支援法J について政府への意克書を要請する陳情

( 陳情趣旨)
福島原発事故からはや 2部になります。
事故による放射性ブノレ…ムの拡散シミュレ…ションによると、福島県以外の東北も
関東全域も汚染され、野田市も「放射能汚染状況重点調査地域j に指定される被害地
域となりました。野田市民・子供たちが、浴びる必襲がなかった放射性物賞を浴びて
しまいました。福島では 3 人の子供の平状腺がん、 7 人が要精密検査との結果が報告
されています。初期の被喋畿の実態はいまだに明らかに会っておらず、野田の子棋た
ちの: 将来への影響が心菌さされます。子供をどう守っていくのか、不安は現在も続いて
います。
野田市においても、行政、議会が一体となり子換を初めとした住民合雑藤被害から

守るために、多大の財政支出と労力を費やして除染、食の安全確探等に取り組まれて
おり、御苦労の多いことと存じております。
ヨドい昨年 8 月 21 日に f原発事故子ども・被災者支援法J ( 東京電力原子力事故に
より被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活
支援等に関する蒐策の推潜に関する法律) がキ野党超党派の議員による議員立法とし
て、成立しました。内蓉につきましでは改めてここに述べませんが、御承知のどおり
断期的で重要な法律です。昨年 12 A 議会において市長も市民の立場に立った非常に
評価できる法律であり、野司市も支援対象地域に合まれるとの見解者ポされ主しだ。 
12月 5 日には f基本方針j 嬢定に向けた進捗状況、支援対象地域指定の方舟i金等につ
いて復興庁に質需害者提出されています。
昨年 12 月、私たちはこの法律に基づく施策が有効に実施されることを麟い f京発

事故子ども 被災者支援法J について政府への意見撃を要望する諌構をいたしました。e

その節は、行政と一棒となり指定地域に含まれるよう意見書を出すことで後押しすべ
きとのご意克がありました。しかし理念法であり「基本方針j が策定されていないこ
と、市長が復興ffに質問書を提出し、問答を待っているところでもあるので、時期尚
阜であるとして不採訳となりました。

  

とを懸念されるとして、市長が復興庁に要盟書を提出し、野岡市を初めとした汚染状
況盤点課査地域は全て、支援対象地域に指定するよう、強く要請されまし
また、同様の饗望書が近夢撃の流山市、我孫子市、常総 4 市、茨城県町村会、茨城県

市長会などからも次々に提出されています。さらに 2 月 26 誌には、ふ野田市を含む汚
染状況重点調査地域に指定された千葉県内の 9 市が合同で緊急要望を復興1Tに提出
しています。
現在参議践予算委員会においても、複数の議員から繋閉が出され、緊懇の課題であ
るのに予算に許上されていないこと、基本方針の策定時期、構康不安を据えた人への
早急な支援、地域の範囲、放射線量の基準、被災者の意見の反映のための機会がもた

【B)千葉県野田市の場合　市民団体から議会へ提出した陳情書】	




/)  

「原発事故子ども・被災者支援法j に基づく適切な対応を求める意見書( 案)

東京電力揺島第一掠子力発電所の事故による放射性物質の影響は、野間市にまで及
んでいる。そのため、持染状況重点調査地域に指定され、除染実施計画に基づき除染
を進めている。また、この汚染状況重点調査地域に指定された地域で生活する住民等
の放射能による傭康や生活上の不安は、現在も続いている。
そのような中、昨年  6 月に紹党派による議員立法どして「東京埼力原子力事故によ
り被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支
援等に関する施策の推進に関する法律J ( 以下「被災者支援訟j という  o ) が成立し
た。
被災者支援法は、特に放射，t主物衰の影響を受けやすい子どもに配獲し、被災者生活
支援等iこ関する施策告と推進するもので、被災者の不安解治及び安定した生活の実現ピ
寄与することを目的どした顕鎖的な法簿であり、これに期待するところ大である。
ついては、被災者支援法に基づく擁葉の着実な遂行により、野関市及び汚染状況重
点調査地域の住民等が、放射能iこよる健康や生活上の不安を持つことなく、安心して
らしていけるよう、 いて要望する。

記
野田市を含めた年間放射線離が  1 ミリシーベルトを超える「汚染状況難点地域Jは、

全て被災者支援法第  8 条第  1噴ι規定する「支援対象地域J に指定するこ  L
以上、地方言治法第 9 9条の規定により意見書を提出する。 ‘ 

平或  2 5年  3月 話

野田市議会議

内閣総理大臣宛て
筏興大臣

地  

也、事

発議第  s  号
「原発事故子ども・被災者支援法j に基づく適切な対誌を求める意見番について

上記の議案を別紙のとおり、会議規則第  1 4条第  1壊の規定により提出します。

平成  2 5年  3 月  8 日

野田市議会議長 野  E 義雄様

提出者 野岡市議会議員中打利久

、、ー〆'

賛成者 野留市議会議員  

間  IJβ坊 Jγ
同  xb写義体
問舟伝統繁援、

¥-〆 同  μか9kち
間

間

同
号事旬 、

間
r  

需を

【B)千葉県野田市　議会への提出】　　　　　　　　　【国へ提出した意見書】	
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【B)宮城県丸森町の場合】	
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【B)茨城県守谷市の場合】	




参考資料	
  



【C)小金井市の場合】	
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「原発事故子ども・被災者支援法」に基づく
　具体的施策の早期実施を求める意見書

　福島第一原発事故から2年余りが経過し、現在も全国に多数の避難者がおられ、先
の見えない不安な生活を余儀なくされている。
　平成24年6月21目、国会において「東京電力原子力事故により被災した子どもを
はじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の
推進に関する法律」（以下、「原発事故子ども・被災者支援法」という。）が全会一致
で可決、成立した。
　この原発事故子ども・被災者支援法は、「支援対象地域」からの避難、居住、帰還
といった選択を、被災者がみずからの意思によって行うことができるよう、国が責任
を持って具体的な支援をしなければならないと定めている。
　また、支援対象地域の範囲、支援施策の内容、自治体との連携、予算措置などの具
体的施策は、政府の定める「基本方針」によるものとされている。しかし、同法の成
立から1年が経過した現在でも「基本方針」の策定のめどは明らかにされていない。
　岸和田市を含め、各地に避難されている方々は、住居、就労、保育、教育、子ども
の健康、二重生活等、様々な困難を抱えており、可及的速やかな施策の具体化が求め
られている。
　よって国において、下記事項を実施されるよう強く要望する。

1．原発事故子ども・被災者支援法に基づく「基本方針」を策定し、各種の具体的施
策の早期実現のために必要な予算措置を講ずること。特に、安定した住居の確保、
子どもの定期的健康診断と医療費の減免、二重生活における移動交通費の支援は喫
緊の課題として具体化すること。
2．地方自治体が行う関連施策に対しても国が支援を行うこと。
3．「基本方針」の策定と施策の具体化にあたっては、被災者の意見を十分に反映す
る措置をとること。

以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。

平成25年6月26目

岸和田市議会

【C)大阪府岸和田市の場合】　　　　　　　　【C)北海道札幌市の場合】	


詞》ざ
、
、
り
幽
φ
‘
㌧
㌦
．
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平成25年7月3目

大阪弁護士会
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意見書の送付について

　平成25年6月5目付の意見書の議決要請については、平成25年第2回岸和田
市議会定例会において、下記の意見書を議決しましたので、別紙のとおり送付しま
す。

記

件 名

提　出　先

「原発事故子ども・被災者支援法」に基づく具体的施策の早期

実施を求める意見書
内閣総理大臣、内閣官房長官、衆議院議長、参議院議長、
復興大臣、経済産業大臣、原子力被害担当大臣、財務大臣、

厚生労働大臣、文部科学大臣、国土交通大臣



【原発事故子ども・被災者支援法　抜粋】	

 	

第一条 　（目的）放射性物質が広く拡散していること、当該放射性物質による放射線が人の健康に及ぼす危
険について科学的に十分に解明されていないこと等のため…もって被災者の不安の解消及び安定した生活の	
  
	
  	

第二条 （基本理念）２ 　被災者生活支援等施策は、被災者一人一人が…支援対象地域における居住、他の
地域への移動及び移動前の地域への帰還についての選択を自らの意思によって行うことができるよう、被災
者がそのいずれを選択した場合であっても適切に支援するものでなければならない。	

 	

３ 　被災者生活支援等施策は、東京電力原子力事故に係る放射線による外部被ばく及び内部被ばくに伴う被
災者の健康上の不安が早期に解消されるよう、最大限の努力がなされるものでなければならない。	

 	

５ 　被災者生活支援等施策を講ずるに当たっては、子ども（胎児を含む。）が放射線による健康への影響を受
けやすいことを踏まえ、その健康被害を未然に防止する観点から放射線量の低減及び健康管理に万全を期
することを含め、子ども及び妊婦に対して特別の配慮がなされなければならない。	

 	

第五条 （基本方針）３ 　政府は、基本方針を策定しようとするときは、あらかじめ、その内容に東京電力原子力
事故の影響を受けた地域の住民、当該地域から避難している者等の意見を反映させるために必要な措置を
講ずるものとする。	

 	

第七条（除染の継続的かつ迅速な実施）２　前項の場合において、国は、子どもの住居、学校、保育所その他
の子どもが通常所在する場所（通学路その他の子どもが通常移動する経路を含む。）及び妊婦の住居その他
の妊婦が通常所在する場所における土壌等の除染等の措置を特に迅速に実施するため、必要な配慮をする
ものとする。	

 	

第八条 （支援対象地域で生活する被災者への支援）	

医療の確保、②子どもの就学等の援助（補習の実施・屋外での運動の機会の提供を含む）、③家庭、学校等
における食の安全及び安心の確保（検査のための機器の設置に関する支援を含む）、④放射線量の低減及
び生活上の負担の軽減のための地域における取組の支援（子どもの保護者等による除染等の措置、学校給
食等の検査その他の取組を含む）、⑤自然体験活動等を通じた心身の健康の保持、⑥家族と離れて暮らすこ
ととなった子どもに対する支援、⑦他	

 	

第九条 （支援対象地域以外の地域で生活する被災者への支援）	

支援対象地域からの移動の支援、②移動先における住宅の確保、③子どもの学習等の支援、④就業の支援、
⑤、⑥、⑦家族と離れて暮らすこととなった子どもに対する支援、⑧他	

 	

第十三条 　（放射線による健康への影響に関する調査、医療の提供等）	

２ 　被災者の定期的な健康診断の実施、放射線による健康への影響に関する調査。少なくとも、子どもである
間に一定の基準以上の放射線量が計測される地域に居住したことがある者（胎児である間にその母が当該地
域に居住していた者を含む。）及びこれに準ずる者に係る健康診断については、それらの者の生涯にわたって
実施されること。	

 	

３ 　被災者たる子ども及び妊婦が医療（東京電力原子力事故に係る放射線による被ばくに起因しない負傷又
は疾病に係る医療を除いたものをいう。）を受けたときに負担すべき費用についてその負担を減免するために
必要な施策その他被災者への医療の提供に係る必要な施策を講ずるものとする。	

 	

（意見の反映等）	

第十四条 　当該施策の具体的な内容に被災者の意見を反映し、定める過程を被災者にとって透明性の高い
ものとする。	


・年間１ｍSv以上の地域を支
援対象地域とすること。	
  
	
  
・避難（移住）、居住、帰還を
自らの意思によって選択で
きるように。	
  
	
  
・外部被ばく及び内部被ばく
に伴う健康上の不安が解消
されるように。	
  
	
  
・子ども及び妊婦に対して特
別の配慮がなされるように。	
  
	
  
・被災当事者の意見を反映
させるように。	
  
	
  
・保養や健診を受けられるよ
うに。	
  
　　　　……などなど	


内容に踏み込む場合…	
  



【原発事故子ども・被災者支援法に関する意見書・要望書等提出自治体ＭＡＰ】

【北海道】
北海道議会
北広島市議会
札幌市議会

【福島県】
福島県知事
福島県議会
福島県市長会
福島県町村長会
福島県町村議会議長会
双葉地方町村会
双葉郡浪江町長

いわき市長
いわき市議会
郡山市議会
福島市議会
南相馬市議会

【茨城県】
茨城県議会
茨城県市長会
茨城県町村会
取手市議会
つくば市議会
ひたちなか市議会
守谷市議会
竜ヶ崎市議会
那珂市議会

【千葉県】
野田市長
流山市長
我孫子市長
松戸市長
佐倉市長

【埼玉県】
川越市議会
吉川市議会
坂戸市議会

【東京都】
豊島区議会
世田谷区議会
小金井市議会
三鷹市議会
西東京市議会
東村山市議会
武蔵野市議会
東久留米市議会
国立市議会

柏市長
鎌ヶ谷市長
印西市長
白井市長
印西市議会
佐倉市議会

【新潟県】
新潟市長
新潟市議会

【宮城県】
宮城県知事
白石市議会
丸森町議会

【栃木県】
那須塩原市議会
佐野市長
鹿沼市長
日光市長
大田原市長
矢板市長
那須塩原市長
塩谷町長
那須町長

【福岡県】
福岡市議会
北九州市議会
太宰府市議会
宗像市議会
福津市議会
中間市議会
直方市議会
大牟田市議会
行橋市議会

【岡山県】
岡山市議会

【大分県】
大分県議会

【宮崎県】
宮崎県議会

山形・新潟・福島三県知事会議
北海道・東北六県議会議長会
東北市長会

「支援法」に関する意見書を復興庁等へ提出済の自治体および議会で意見書の提出を決議した自治体（未提出を含む）の一覧です。

【熊本県】
熊本県議会
熊本市議会

【高知県】
高知県議会

作成：子どもたちを放射能から守る全国ネットワーク　支援法推進プロジェクト（最新版はＨＰをご覧下さい）
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【群馬県】
沼田市議会

【京都府】
京都府議会
京都市議会
日向市議会
長岡京市議会
八幡市議会
木津川市議会

【奈良県】
大和高田市議会

芦屋町議会
水巻町議会
田川市議会
福智町議会
那珂川町議会
古賀市議会

【大阪府】
大阪市議会
泉大津市議会
守口市議会
堺市議会
忠岡町議会
高石市議会
岸和田市議会
大阪狭山市議会

【山形県】
山形県議会

【原発事故子ども・被災者支援法に関する意見書・要望書等提出自治体ＭＡＰ】

【福島県】
福島県知事
福島県議会
福島県市長会
福島県町村長会
福島県町村議会議長会
双葉地方町村会
双葉郡浪江町長

いわき市長
いわき市議会
郡山市議会
福島市議会
南相馬市議会

【茨城県】
茨城県議会
茨城県市長会
茨城県町村会
取手市議会
つくば市議会
ひたちなか市議会
守谷市議会
竜ヶ崎市議会
那珂市議会

【千葉県】
野田市長
流山市長
我孫子市長
松戸市長
佐倉市長

【埼玉県】
川越市議会
吉川市議会
坂戸市議会

【東京都】
豊島区議会
世田谷区議会
小金井市議会
三鷹市議会
西東京市議会
東村山市議会
武蔵野市議会
東久留米市議会
国立市議会

柏市長
鎌ヶ谷市長
印西市長
白井市長
印西市議会
佐倉市議会

【新潟県】
新潟市長
新潟市議会

【宮城県】
宮城県知事
白石市議会
丸森町議会

【栃木県】
那須塩原市議会
佐野市長
鹿沼市長
日光市長
大田原市長
矢板市長
那須塩原市長
塩谷町長
那須町長

【京都府】
京都府議会
京都市議会
日向市議会
長岡京市議会
八幡市議会
木津川市議会

【大分県】
大分県議会

【宮崎県】
宮崎県議会

山形・新潟・福島三県知事会議
北海道・東北六県議会議長会
東北市長会

「支援法」に関する意見書を復興庁等へ提出済の自治体および議会で意見書の提出を決議した自治体（未提出を含む）の一覧です。
※茶色は、意見書提出の議案・請願・陳情があがっている自治体のうち、未決・否決・継続審議で、まだ採択にいたっていない自治体です。

【熊本県】
熊本県議会
熊本市議会

【高知県】
高知県議会

【大阪府】
大阪市議会
泉大津市議会
守口市議会
堺市議会
忠岡町議会
高石市議会
岸和田市議会
大阪狭山市議会

【香川県】
高松市議会・否決

千葉県議会・否決
船橋市議会・否決

杉並区議会・否決
新宿区議会・審議継続
八王子市議会・否決

作成：子どもたちを放射能から守る全国ネットワーク　支援法推進プロジェクト（最新版はＨＰをご覧下さい）

【兵庫県】
尼崎市議会・未決

更新：2013/7/21

八潮市議会・否決

【群馬県】
沼田市議会

【岡山県】
岡山市議会

【奈良県】
大和高田市議会

【福岡県】
福岡市議会
北九州市議会
太宰府市議会
宗像市議会
福津市議会
中間市議会
直方市議会
大牟田市議会
行橋市議会

芦屋町議会
水巻町議会
田川市議会
福智町議会
那珂川町議会
古賀市議会

岡山県議会・継続審議

【北海道】
北海道議会
北広島市議会
札幌市議会

【山形県】
山形県議会

全国１７１９自治体！	
  
自分の地域でも働きかけて
大きく広げていこう！	



